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置を講ずることとされた。さらに、平成29年5月に成立した「児童福祉法及び児童虐待の防止等
に関する法律の一部を改正する法律」（平29法69）では、虐待を受けている児童等の保護を図る
ため、家庭裁判所が都道府県等に対して保護者への指導を勧告することができることとする等、児
童等の保護についての司法関与を強化する等の措置を講ずることとされた。

	 図表19	 	 児童福祉法等の一部を改正する法律の概要
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